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第２回社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会環境部会合同会議 

２００５年３月１０日 

 

 

【国土環境・調整課調整官】  手元の時計で３時になりました。定刻になりましたので、

ただいまから社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同

会議を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には大変お忙しいところ、ありがとうございます。事務局を務めさせてい

ただきます国土交通省総合政策局国土環境・調整課の岩下でございます。よろしくお願い

いたします。 

 お手元の資料のご確認をさせていただきます。配席図、両部会の委員名簿、議事次第、

そのほか資料１から資料２－２までございます。また、本日ご欠席の神尾委員より、ご意

見をペーパーでいただいております。お手元に配付させていただいております。漏れてお

ります資料がございましたらお知らせいただきますようお願いいたします。よろしゅうご

ざいますでしょうか。 

 次に、社会資本整備審議会関係の若干の手続がございます。交通審議会の委員の先生方

には恐縮ではございますが、しばらくお待ちいただけますようお願い申し上げます。 

 先日、２７日に社会資本整備審議会委員の改選がございました。その後、今月８日に同

審議会の森下会長より環境部会の委員のご指名がございました。本日は委員ご指名後、最

初の会合ということになりますので、本来でございましたら委員の皆様方のご紹介を申し

上げるべきところでございますが、全員再任ということでございますので、名簿及び配席

図の配付をもちましてご報告にかえさせていただきたいと存じます。 

 本日は、社会資本整備審議会環境部会総員１７名中１３名の委員の方々にご出席とのご

連絡をいただいております。所定の定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。 

 そこで、社会資本整備審議会環境部会長の選任についてお諮りしたいと思います。部会

長につきましては、社会資本整備審議会令第 7 条第４項によりまして、委員の皆様の中か

ら互選をいただくことになっております。どなたかご推薦をいただけますと幸いに存じま

すが、いかがでございましょうか。 

【社政審委員】  全員再任ということでございますし、まだこの部会は開かれて間もな

いので、今までの部会長である村上委員に継続してやっていただいたらどうかということ
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で、推薦申し上げたいと思います。 

【国土環境・調整課調整官】  いかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【国土環境・調整課調整官】  ご異議なしと承りましたので、村上委員に部会長をお願

い申し上げたいと存じます。村上部会長、部会長席のほうへお移りいただけますと、恐縮

でございます。 

 社会資本整備審議会関係の手続、これで終了でございます。 

 それでは、ここで、村上部会長にごあいさつをいただきたいと存じます。よろしくお願

いいたします。 

【社政審部会長】  ご指名いただきました村上でございます。 

 繰り返すまでもございませんが、この環境部会の役割、ますます重くなっております。

今後とも国土交通省の環境行政が一層円滑に進みますよう、委員の皆様のご支援をお願い

いたします。 

【国土環境・調整課調整官】  村上部会長、ありがとうございました。 

 それでは、以降の進行についてでございますが、本日は社会資本整備審議会、それから

交通政策審議会、両環境部会の２回目の合同会議でございます。今回は交通政策審議会交

通体系分科会環境部会の佐和部会長に議事の進行をお願いしたいと存じます。 

 それでは、佐和部会長、よろしくお願いいたします。 

【交通審部会長】  それでは、以降の議事の進行をつかさどらせていただきます。 

 まず初めに、議事に先立ちまして、社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通

体系分科会環境部会合同会議を開催するに当たり、丸山総合政策局長からごあいさつをい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【総合政策局長】  ご紹介いただきました総合政策局長の丸山でございます。 

 委員の皆様には、本日は大変お忙しい中お集まりいただきまして、まことにありがとう

ございます。また、日ごろより国土交通行政、特に環境行政にご指導とご支援を賜ってい

ることを、改めましてこの場をかりまして御礼申し上げます。 

 本日は、社会資本整備審議会・交通政策審議会、両審議会の環境部会の合同会議という

ことでございまして、国土交通行政分野の環境施策の中でも現在特に注目を集めておりま

す地球温暖化対策につきまして、ご審議をいただきたいと存じます。 

 地球温暖化対策につきましては、本年２月１６日に京都議定書が発効いたしました。そ
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の結果、我が国としましては、温室効果ガスを削減することが義務として求められるとい

うことになったわけでございます。従来から、関係省庁におきましては、第２ステップに

向けまして地球温暖化対策推進大綱の見直し作業を進めてまいったところでございますが、

議定書の発効を受けまして、大綱が京都議定書目標達成計画に衣がえをするということに

なりました。国土交通省におきましても、現在、年度末の政府案策定に向けまして、関係

省庁と連絡をとりながら策定作業を進めておるところでございます。 

 これまで国土交通省といたしましては、現大綱に基づきまして、運輸部門、民生部門の

住宅、建築物関連の分野におきまして地球温暖化対策を進めてまいりました。これらの取

り組みは徐々に成果を上げつつございまして、例えば運輸部門のＣＯ２の排出量は９０年

度当初は増加でございましたけれども、現在では横ばいないし減少というところまできて

おるところでございます。 

 このように、今申し上げましたような施策の進捗状況を踏まえまして、第２ステップ以

降を見据えた地球温暖化対策のあり方につきましては、昨年春、両環境部会よりさまざま

なご意見を賜ったところでございます。国土交通省といたしましては、いただきましたご

指摘を踏まえまして、新たな地球温暖化対策を検討し、順次実行に移してきております。 

 例を挙げさせていただきますと、昨年６月の前回の合同会議においてご審議いただきま

した国土交通省環境行動計画におきましても、産業界や地方との連携の強化が必要である

とご指摘をいただいたところでございますが、新たな取り組みとしまして、グリーン総合

物流プログラム、あるいはＥＳＴモデル事業、住宅等のストック重視の対策などといった

施策を盛り込んだところでございます。 

 また、昨年５月の地球温暖化対策推進本部におきまして小泉総理大臣から、大綱の見直

しに当たって、特に各省に対しまして、率先と連携ということで作業を進めるようにとい

う指示を受けましたところでございます。これを受けまして、各省連携して積極的にいろ

いろな施策を進めておるところでございます。 

 さらに、地球温暖化対策の推進を支えるための枠組みづくりの検討も進められておると

ころでございまして、具体的には、後ほどご説明いたします省エネ法の改正、流通業務総

合効率化法といった法整備を進めておるところでございます。これも私どもは経済産業省

などと組むということで、率先と連携の１つのあらわれと思っているところでございます。 

 今申し上げましたように、審議会の先生方からいただきましたご意見を受けまして取り

組んでまいりました施策も踏まえまして、年度末の京都議定書目標達成計画の作成のため、
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国土交通分野におけます温室効果ガス排出削減目標値の設定、それから、これを実現して

いくための具体的な施策、施策ごとの排出削減量などにつきまして、国土交通省内で取り

まとめた案を作成いたしたところでございます。 

 本日は、委員の皆様にその考え方につきましてご説明をし、ご覧いただきまして、ご意

見を賜りたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 地球温暖化対策は待ったなしの課題であると私どもは認識しております。国土交通省と

いたしましても、総力を挙げまして京都議定書目標達成計画の策定及びその後の計画に基

づく施策の推進に取り組んでまいる所存でございますので、引き続きご指導のほどよろし

くお願い申し上げまして、ごあいさつにかえさせていただきます。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまより議事に入らせていただきます。 

 まずは事務局より、最初の議題である「国土交通省の地球温暖化対策について」、ご説明

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【環境・海洋課長】  環境海洋課長の玉木といいます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料１「国土交通省の地球温暖化対策について」の資料をごらんいただきたい

と思います。 

 まず、１ページでございますが、全体の枠組みでございますけど、つい先だって、２月

２３日に総合資源エネルギー調査会及び中央環境審議会におきまして、温室効果ガス全体

の排出見通しについての資料が出されました。これによりますと、まず下の段をごらんい

ただきたいと思うんですが、現行の大綱におきまして、エネルギー起源ＣＯ２は対基準年

度０％、国民努力がマイナス１.４％、革新的技術がマイナス０.６％。これが、今回の京

都議定書目標達成計画の案としては全体でプラス０.６％という数字になっております。 

 そのエネルギー資源ＣＯ２以外の温室効果ガスでございますが、非エネルギー起源ＣＯ２、

メタン、一酸化窒素、これが現大綱マイナス０.５％を次の計画ではマイナス 1.２％。代

替フロン等３ガスは２.０％を０.１％になっております。 

 そのほか、森林吸収源マイナス３.９％、京都メカニズムマイナス１.６％、これは次の

計画でも変わらない数字になっておりまして、全体としてマイナス６％の目標を目指すと

いった内容になっています。 

 次に、上の段をご覧いただきまして、先ほど申し上げたエネルギー起源ＣＯ２の内訳で

ございます。エネルギー起源ＣＯ２全体で２００２年度の実績が１１億７,４００万トン、
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これは基準年比プラス１２％になっております。これを、先ほど申し上げました次の計画

ではプラス０.６％、１０億５,６００万トンを見込みとして目指すという内容になってお

ります。 

 内訳でございますが、産業部門、２００２年度実績４億６,８００万トン、基準年比マイ

ナス 1.７％でございますが、これを計画では基準年比マイナス８.６％、４億３,５００万

トンといたしております。 

 民生部門は、家庭部門と業務その他部門を合わせまして２００２年度の実績が３億６,

３００万トン、基準年比３３％、それを今度の計画では３億２００万トン、基準年比１０.

８％という数字になっております。 

 運輸部門でございますが、２００２年度の実績は２億６,１００万トン、これは基準年比

２0.４％でございます。これを計画では現大綱と同じ２億５,０００万トン、これは基準年

比に直すと１５.１％といった数字にいたしております。 

 これは全体的な枠組みでございまして、２ページが今後のスケジュールでございます。

本日、委員の皆様にご審議いただきます合同会議の後、３月中旬に、先ほどお話をしまし

た中央環境審議会、総合資源エネルギー調査会、その他各関係審議会の合同会議というの

がございます。これは内閣官房で主催されます。ここで新しい目標達成計画案をご審議い

ただきまして、３月下旬に、地球温暖化対策推進本部、本部長が総理大臣、あと本部員が

各大臣の組織がございます。ここで計画案の取りまとめを行いまして、それで、今回、京

都議定書が発効いたしました関係で、地球温暖化対策推進法による法定計画になりますの

で、パブリックコメントをかけます。パブリックコメントを経て、最終的には、多分４月

から５月にかけての閣議決定といった形で新計画は策定されるといったスケジュールにな

ります。 

 次の３ページでございます。この計画の中の国土交通省関係の地球温暖化対策について

まとめたものでございます。国土交通省関係、左側に運輸部門、それから右側に民生部門

（住宅・建築物）、それから産業部門としまして、建設施工分野における建設機械の関係が

ございます。それから、一酸化二窒素対策として、下水汚泥の燃焼がございます。あと、

二酸化炭素吸収源対策として、都市緑化がございます。詳しくは、それぞれ後でご説明申

し上げたいと思います。 

 まず、運輸部門でございます。４ページになります。左側にありますのが、昨年、交通

政策審議会の環境部会で中間取りまとめをいただきました、今後の対策の視点でございま
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す。この中間取りまとめでは、今後、産業界との連携、それから地域との連携、ＮＰＯと

の関係、こういったご提言をいただいております。その後、このご提言をいただいて、私

どもで検討させていただいて、追加対策として、右に書いてあります５点の対策を取りま

とめさせていただいております。 

 １つがグリーン物流パートナーシップでございます。具体的には資料９ページをごらん

いただきたいと思うんですが、荷主と物流事業者の連携、協働による取り組みということ

で、物流パートナーシップ会議というのが昨年１２月に開かれました。そこで、荷主企業

の積極的な参加によりまして、荷主・物流事業者の協働によるＣＯ２排出の削減計画を策

定していただき、それを関係省庁、経済産業省と連携をとりまして支援をしていこうと。

重点的に先進性の高い取り組みについて支援をしていこうと、そういう取り組みでござい

ます。 

 それから、４ページに戻っていただきまして、２つ目が通勤交通マネジメントでござい

ます。具体的には、１５ページになります。公共交通利用推進等マネジメント協議会と言

いまして、企業におきましては、従業員の通勤を自家用車から公共交通に転換しようと、

こういった取り組みを全国レベル、それから各地域レベルで、それぞれに協議会を設置し

まして、その関係の企業、交通事業者、行政、利用者のパートナーシップによりまして、

環境負荷低減を目指そうという取り組みでございます。 

 それから、また４ページに戻っていただいて、今国会に省エネ法の改正、これはこれか

ら国会に上程させていただく予定でして、あと、流通業務総合効率化法を先日閣議決定い

たしまして、国会に上程させていただきます。その内容につきましては、１３ページをご

らんいただきたいと思いますが、今回、省エネ法に初めて運輸についての規定を入れるこ

とになります。一定規模以上の貨物運送事業者、それから荷主、それから一定規模以上の

旅客運送事業者に対して省エネルギー対策を求めるものです。国のほうで、輸送者、荷主

の判断基準、省エネ目標、それから、それぞれが取り得る省エネ措置を判断基準に書きま

して、それを参考にしながら、それぞれの業界、企業の実態に合った省エネ計画というの

を毎年つくっていただいて、それをもとに、毎年、実際のエネルギーの使用量、省エネ措

置の取り組み状況を報告していただき、その取り組みが著しくおくれている場合は勧告命

令、罰則、こういった規定を設けておるものです。 

 あと、このページの右側の下のほうに書いていますが、その企業が、先ほどの通勤交通

マネジメントと関連しますけど、事業者の協力を得て、自家用車の通勤を、公共交通の利
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用を推進するといった努力義務規定を今回の法律改正に盛り込みたいと思っております。 

 それから、流通業務総合効率化法は１４ページになります。これは輸配送・保管・流通

加工の総合的な実施、それから、物流拠点を集約化して、高速道路や港湾等の近傍への立

地を促進する、それから共同輸配送の配送ネットワークを合理化する、こういった物流の

効率化、それから社会資本整備との連携を進めまして、効率的な環境負荷の小さい物流を

目指すというものでございます。 

 以上、法律は２本今国会提出を予定しておりまして、あと、４ページに戻って、最後に

地域との連携、ＮＰＯ等との連携で、ＥＳＴモデル事業というのを今回やっております。

内容は、資料１０ページになりますが、これは地域において公共交通機関の利用を促進し

て、自家用車に過度に依存しない、そういった交通体系を目指す環境的に持続可能な交通、

ＥＳＴと言っております、この実現を目指す。地域は公募方式で求めまして、それで、モ

デル事業として、地元で、いろいろなメニューがございますが、先ほどの通勤交通マネジ

メントもございます。あと、公共交通機関の活性化、自動車交通量の円滑化、道路整備交

通規制、その他自転車等の対策、低公害車と、こういったいろいろな関連の施策を地元か

ら公募方式で求めて、自治体等が中心になりまして、地元の経済界、交通事業者、道路管

理者、警察管理者、ＮＰＯ、こういった幅広い関係者が参加して、下にありますが、ＣＯ

２削減目標というのを設定していただいて、その計画に対して、国土交通省内の関係部局、

関係省庁で集中的に支援をしていこうというものでございます。 

 具体的に１７年度から始めることにいたしておりまして、１１ページ、１２ページをご

らんいただきたいと思いますが、早速、昨年募集を行いまして、１７年度のＥＳＴのモデ

ル事業の実施地域として、全国で１１カ所が名乗りを上げております。現在、地元でそれ

ぞれ具体的な計画を策定されまして、１７年度に入りましたら、国土交通省の関係部局、

あと警察庁と関係省庁と連携をとりながら支援してまいりたい。そのＣＯ２の削減、この

先導的な事例をまたＰＲしながら、全国的に拡大していきたいと考えております。 

 次に、５ページをごらんいただきたいと思います。具体的な二酸化炭素排出量の見通し

でございます。これは昨年５月の交通政策審議会環境部会の中間取りまとめの試算でござ

います。昨年の５月、この試算は２００１年度の実績をもとに、現行の大綱におけます対

策の今後の削減効果というのを見積もったものでございます。右側にありますが、幅でそ

れぞれ削減効果の見通しを行っておりまして、例えば自動車の単体対策は８０万トンから

４１０万トン、交通量対策は５６０万トン程度、それから物流の効率化は１７０万トンか
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ら６１０万トン、公共交通機関、これは旅客の公共交通機関の利用促進が１８０万トンか

ら３１０万トン、そういった内容の幅で見ておりまして、この表をごらんいただきますと、

自然体ケース、トップランナー基準は確実に実施されるという前提で、自然体ケースには

織り込み済みで、２億７,５００万トンを予測しておりまして、それで、現大綱の対策によ

る排出量は先ほどの幅で推測しておりますが、その幅に応じて、最小見積もりですと２億

６,４００万トン、最大見積もりで、最大に効果を発揮させて２億５,５００万トン。大綱

の目標が２億５,０００万トンですので、現行の大綱の対策は最大限効果を発揮したとして

も５００万トン足りないと、そういった試算をいただきました。 

 この赤い四角に書いてありますが、幅がありますので、現行の対策の効果を健全化させ

る、強化する対策並びに新たな追加対策によるさらなる削減が必要であるといった中間取

りまとめをいただいております。またそのときに、今後、２００２年度の実績をもとに、

改めてこの効果を検証するようにというご提言をいただいております。我々、その後作業

をさせていただきまして、その結果が６ページでございます。 

 ２００２年度の実績をもとに、現行の大綱の対策による削減効果の推計を今回行わせて

いただきました。右側にございますように、自動車の単体対策５７０万トン、交通流対策

５１０万トン、物流の効率化４５０万トン、公共交通機関の利用促進が１８０万トン、鉄

道・航空機のエネルギー消費効率向上が２０万トン、こういった試算を行っております。

その結果、この紫色が昨年の中間取りまとめの最小見積もりから最大見積もりの幅でござ

いますが、その中で、緑色で示しております現行の対策による削減効果を、私どもの今回

の見積もりで２億５,８４０万トンという見通しを出させていただきました。 

 したがいまして、その目標でございました２億５,０００万との差８４０万トンを新たな

追加対策で削減を行っていく必要があるということで、今回、先ほど申し上げましたグリ

ーン物流パートナーシップ、通勤交通マネジメント、それから２本の法律、ＥＳＴ、こう

いった施策によって、この８４０万トンを削減していきたいということでございます。 

 具体的には、物流トラックの営自転換・積載率向上３９０万トン、これは省エネ法、流

通業務効率化法、それからグリーン物流パートナーシップによる削減を行っていくもので

す。それから、通勤交通マネジメントは、先ほどの通勤交通マネジメント、省エネ法、Ｅ

ＳＴによって追加の削減を行っていきたい。 

 あと、新しい燃料としまして、サルファフリー燃料、バイオ燃料の導入といったものを

今回見積もりさせていただいています。これは経済産業省の資源エネルギー庁の施策を入



 -9-

れさせていただいております。 

 こういった今回の見通しが出まして、７ページはそれを全体の表にいたしたものでござ

います。今申し上げましたような現行の対策による削減効果、全体で 1,６１０万トン、追

加対策８４０万トン、合わせて、今後の対策、新たな対策を含めて２,４５０万トンの削減

の計画をつくらせていただいております。ちなみに一番下の括弧にございます 1,０６０万

トン、これは２００２年度までに現行対策によって排出削減された量が 1,０６０万トンで

ございます。 

 それから、一番下の合計の右側に注記させていただいておりますが、先ほど申し上げた

自然体ケースの中に織り込み済みでありますトップランナーの効果、これは２００２年度

までの実績も含め、今後も含め２,１００万トンを見込んでおりますので、これを合わせま

すと約５,６００万トン。これは大綱の当初からのトップランナーも含めた全体の削減量に

なります。 

 それで、８ページはそれを絵に整理させていただいたものでございます。 

 あと、９ページ以降は、先ほどの具体的な追加対策の内容でございまして、運輸に関し

ては以上でございます。 

【国土環境・調整課長】  それでは、引き続きまして、社会資本整備分野の温暖化対策

のほうに関しまして、簡単にご説明をさせていただきます。 

 まず最初、１６ページでございます。これは先ほど交通政策審議会のほうと同様の形で

整理をしております。左側のほうが昨年の６月３０日におまとめをいただきました環境部

会としての中間取りまとめの概要を書いております。左の上の欄でございますが、京都議

定書の削減約束の達成にまだまだ多くの課題があり、下の黒ポツでございますが、これか

らさまざまな取り組みを講じていく必要があると。 

 その下の枠のところでございますが、対策・施策の見直しの視点ということで、国民経

済的観点からの最適な施策の選択、あるいは、あらゆる協働の結集、そういったような事

柄についてのご指摘をちょうだいしております。そういうふうな中間取りまとめでのご指

摘を受けまして、右のほう、緑色の部分でございますが、これからの新たな温暖化対策の

主な取り組みということで、４点ここに紹介をさせていただいております。後ほどまた資

料が出てまいりますので、ここでは一言ずつだけご紹介をさせていただきます。 

 最初の⑴番目が住宅・建築物関係でございますが、その省エネ対策の強化ということで、

まず１つは建築物のストック対策の強化、それともう一つには住宅部分についての強化と
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いうことがございます。これは省エネ法の改正を伴って、今後、実施をしていきたいとい

うことでございます。 

 それから⑵番目が下水道分野でございます。これはＣＯ２というよりも、下水汚泥の焼

却のプロセスにおいて、一酸化二窒素が出てまいります。それの抑制ということでござい

ますが、燃焼の高度化ということについての基準化を図っていくということでございます。 

 それから⑶のところですが、昨年の６月には都市緑地保全法が改正されまして、昨年１

２月より都市緑地保全法という形で施行されております。その中で定められました緑化地

域制度、あるいは立体公園制度、そういったような新たな仕組みを活用しながら都市緑化

の推進を進めていこうというものでございます。 

 それから⑷番目でございますが、これは事項としての新しいところでございますけれど

も、建設施工分野におきまして省エネ型の建設機械というようなものもかなり出てきてお

りますので、そういったようなものの普及を公共工事を中心として積極的に図っていこう

という事柄でございます。 

 続きまして、１７ページのところのごらんいただきたいと存じます。先ほどの４つの点、

それともう一つには運輸部門の交通流対策を含めまして５つここに枠を書いておりますが、

それぞれについての新しい達成計画で見込んでおりますところのＣＯ２の削減量を紹介さ

せていただいております。 

 まず、民生部門の住宅・建築物というところでは、３,４００万トンの削減ということで

見込んでおります。これはちなみに現在の大綱におきましては３,５６０万トンということ

で、若干削減量そのものに関しましては下がっておりますが、その理由といたしましては、

住宅・建築物に関してのエネルギー消費に関しての燃料構成、あるいは電力、そういった

ものの見直しに伴っての、言うならば排出係数の変化というところでございます。 

 それから、その下でございますが、産業部門ということで、施工分野の低燃費型の建設

機械の普及によります２０万トンの削減を見込むということです。 

 それから、運輸部門のところでございます。これは先ほどの交通審のほうで交通流対策

ということでご紹介をいただきましたが、その一部分を構成しているものでございますが、

３４０万トンの削減、これは現在の大綱と同じ分量を見込んでおります。 

 それから、一酸化二窒素のところでございますが、高温燃焼により１３０万トンの削減

を見込んでおります。これは現在の大綱では１４０万トンということで見込んでおります

が、これも下水の汚泥を燃やした際に出てきますＮ２Ｏの排出係数、これは新しい知見に
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基づきまして見直した結果、数字が変わったということでございます。 

 それから、二酸化炭素吸収源ということで、都市緑化等の推進に関しましては、現在の

大綱と同様に２８万トンの吸収を見込んでおります。 

 引き続きまして、恐縮でございますが、１８ページでございますが、これは今１７ペー

ジで申し上げましたことを見やすく表にしておるというところでございます。先ほど申し

上げました削減量全部を合計いたしますと、一番下の合計欄にありますように、約４,００

０万トン、３,９１８万トンの削減を見込んでおります。 

 それから、１９ページから以降でございますが、個別の分野に関しましての施策内容を

紹介させていただいております。 

 まず１９ページ、これが住宅・建築分野での省エネ性能の向上ということでございます

が、左半分には新築の対策、それから右半分のほうにはストック対策ということで整理を

しております。 

 まず一番横長になっております上のところでございますが、省エネ法の改正を予定して

おります。来週にも国会提出の閣議決定を経た上で、この通常国会でご審議をいただくと

いう心づもりでおります。この省エネ法の改正によりまして、現在は一定規模以上の非住

宅建築物について届け出を義務づけておりまして、その内容がいわゆる判断の基準という

ものから見てあまり適切でないということがあれば指示、あるいは公表ができるという体

制になっております。これは平成１５年からの新しい施策でございますが、それをさらに

充実をさせまして、新築対策として、一定規模以上の住宅についても、そういった省エネ

措置の届け出の義務づけをお願いしようということでございます。 

 そして一方で、住宅、それと非住宅を通じてのストック対策ということで、この黄土色

のところの右側の欄でございますが、大規模修繕、あるいは模様替え、そういった際にも

省エネ措置の届け出をお願いしようということ。 

 そして、下の黒ポツでございますが、その届け出をいただいたものについて、維持保全

の状況についても定期報告をしていただこうという内容での改正を考えております。 

 それから、新築対策のところ、住宅のところを簡単に申し上げますと、上の黒ポツでご

ざいますが、住宅の建築設備に係る省エネ基準、これは今現在もあることはありますが、

必ずしも具体的な内容まで書いてあるわけではございませんので、そういったようなもの

の充実でございますとか、住宅性能表示制度の活用、さらには公庫融資等の枠組みを活用

しながら、新築対策に努めていきたいということでございます。 
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 それから、その下の建築物のところですが、先ほど申し上げました省エネ法で、平成１

５年から既にできておりますけれども、省エネ措置の届け出の義務づけ及びその徹底、ま

た、その届け出の後、仮にそれが十分な措置ではないと認められる場合には、指示あるい

は公表といったこともございますので、そういった既存制度の活用促進ということ。 

 それからまた、官庁施設に関しましても、グリーン庁舎の整備を進めていきたいという

ことでございます。 

 それから、ストック対策ということで、右半分のほうをごらんいただきますと、住宅の

部分でございますが、先ほど申し上げたように、省エネ法の改正に伴いまして、維持保全

に関しましても判断の基準というものをつくってまいります。そういったものの作成、そ

れからまた公表を通じてストック対策の向上に努めていきたい。 

 それから、建築物のところでも同様でございます。維持保全等についての判断基準を作

成し、公表していくと。 

 また、官庁施設のほうに関しましても、ＥＳＣＯ事業との連携もしながら、グリーン改

修を進めていこうということでございます。 

 また、一番下、緑色で書いておりますが、住宅・建築物共通ということで、例えば一番

上にありますように、住宅・建築物の環境性能の評価手法（ＣＡＳＢＥＥ）の開発・普及

でございますとか、あるいは一番下の黒ポツでございますが、グリーン購入法の中にも判

断の基準というのがございますが、その判断の基準において、断熱材のノンフロン化とい

うようなこともしておるところでございます。 

 引き続きまして、２０ページでございます。これは先ほど申し上げました省エネ法の改

正のところを紹介させていただいております。繰り返しになってしまいますので、上の欄

の改正のポイントのところだけ再度申し上げたいと存じます。要するに２つポイントがご

ざいまして、ストック対策の強化ということで、従来は届け出の対象となっていなかった

既存住宅の大規模修繕、あるいは模様替え、そういったようなものについても、一定の建

築物について届け出を出していただく。 

 それからもう１点が、従来は非住宅建築物だけが届け出の対象でございましたが、新た

に住宅に対しても、一定規模以上、２,０００平米以上のものについて届け出を出していた

だくということでございます。具体的には、その下の改正内容のところに書いております。 

 引き続きまして、２１ページをごらんいただきたいと存じます。２１ページは下水道分

野ということでございまして、これは先ほど申し上げましたように、ＣＯ２ではなくＮ２Ｏ
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の排出の抑制ということです。 

 左の白抜きのところをごらんいただきますと、下水汚泥の処理過程、要するに焼却のこ

とでございますが、その際に、いわゆる流動焼却炉の場合にはＮ２Ｏが発生する。そのＮ２

Ｏの温室効果というのはＣＯ２の３１０倍ということでございます。そういったＮ２Ｏの発

生の抑制を行うために、流動焼却炉で燃焼の高度化、８００度から８５０度に、５０度ほ

ど上げることによりまして、その発生量を６割ほど削減できるということでございますの

で、その燃焼の高度化について基準化、すべての焼却炉において、２０１０年をめどとし

て高燃焼を措置していくということを考えております。 

 それから、先ほど申し上げた１３０万トンＮ２Ｏの部分とは直接関係はございませんが、

下の方、下水道施設における省ＣＯ２対策の推進ということもありますので、ちょっと簡

単にご紹介をさせていただきたいと存じます。 

 ２つ目の星印のところでございますが、先ほど来より下水汚泥の焼却ということで申し

上げておりますが、下水汚泥に関しましては、この下の写真の左側、消化ガスタンクの写

真がございます。汚泥をこういうタンクの中に入れて、そしてメタンガスをここで発生さ

せる。そして、そのメタンガスを燃料として電気を生み出すというようなことを通じて、

下水道分野でのＣＯ２の発生そのものの抑制というようなことも取り組んでおります。現

実に、これは幾つかのところでこういうふうな措置が講じられておるところでございます。 

 続きまして、２２ページでございます。都市緑化等の推進ということでございますが、

吸収源対策でございます。吸収源対策としては、本日の資料の最初のところに出てきてお

りましたが、３.９％ということで、森林経営関係の上限枠が京都議定書関係で定められて

おりますけれども、その森林経営の部分と別枠ということで、植生回復ということで都市

緑化が位置づけられております。 

 この都市緑化のために、都市公園の整備、あるいは民有地を活用した緑化を積極的に推

進していく。さらには、先ほども申し上げましたけれども、都市緑地保全法が昨年１２月

に施行されておりますので、その仕組みを活用しながら、下の欄の３つ目の○にございま

すように、建築物の屋上、あるいは壁面での新たな緑化空間、そういったようなものも活

用しながら都市緑化を推進していこうということでございます。これによりまして、２８

万トン、総量としては必ずしも大きいものではないかもしれませんが、２８万トンの吸収

を見込んでおります。 

 それから、個別分野としては最後になります。２３ページでございますが、建設施工分
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野における省エネ型の機械の普及ということです。 

 一番下のところ、写真がありますように、こういったバックホウ、あるいはトラクター

ショベル、ブルドーザ、こういうような土工用の建設機械を予定しておりますが、こうい

う中で、省エネ型の機械というものも大分開発をされてきておりますので、公共工事を中

心としながら、より省エネ型の機械が普及し、利用されるというようなことを目指してい

って、ＣＯ２の削減につなげていきたいということでございます。これも最初に申し上げ

ましたように２０万トンの削減を見込んでおります。 

 それから、最後でございますが、２４ページのところ、その他の対策ということでくく

っております。これに関しましては、数字そのものとしては、現在のところ、新しい京都

議定書達成計画の中には特に出てこない可能性のほうが高いと思いますが、まず１つには、

エネルギーの面的利用の推進ということで、経済産業省のほうとも連携しながら、施設・

建物間でのエネルギーの融通でございますとか、あるいは効率性の高い地域冷暖房、そう

いったようなものの利用の促進を図りながら、ＣＯ２の低減を図りたい。 

 それから、下の欄でございますが、建設副産物小口巡回共同回収システムというような

ものを構築し、より効率のよい回収方式を作っていくことによって省エネ化し、ＣＯ２の

排出の抑制に繋げていきたいということでございます。 

 駆け足で恐縮ですが、以上でございます。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局の説明につきまして、委員の皆様方からご質問、あるいは

ご意見をちょうだいいたしたいと思いますが、ご発言なされる場合には、あらかじめお手

元の名札を縦に立てていただきますようよろしくお願いいたします。早いもの順でどうぞ。 

【社政審委員】  途中で失礼しますので、先にお話しさせていただきます。 

 この合同部会２回目ですが、通常の部会でも申し上げているのですが、京都議定書に対

する数値目標というのは、行政ごとにお持ちになって努力なさるのは非常に結構ですし、

わかりやすい。そのことは大いに肯定的に申し上げるのですが、その数値目標を行政が持

っても、国民全体としては、その数値に直接的にはかかわれない。せいぜい企業までの話

で、個人生活はかかわれない、あるいは地域生活と数値目標は直接的にはつながらないと

いういわば苦しみがあるわけで、私は、行政に数値目標を持つと同時に、国民にも共通目

標を持ってもらうというサイドがどうしても必要だというのは、いつも言っているお話。 

 ただ、国土交通省の事業で国民に共通の行動目標を持ってもらうということは非常に難
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しいのですが、さまざま申し上げる中で、きょう１点だけ絞って申し上げるのは、今の説

明の最後にあった緑化の問題です。１０年ぐらい前でしょうか、屋上緑化問題を進士先生

などと一緒にお話ししていたら、予想外にいい方向には来ているのです。２８万トンの二

酸化炭素固定効果というものに対する対象面積はどのように計算しているのか、後でわか

ればお聞きしますが、その面積を増やすことの手法として、全然違うことをご提案申し上

げたい。 

 というのは、道路部会でも申し上げていますが、世の中にむだな公有地が山のようにあ

るのです。むだと言ったらしかられるかもしれませんが、道路つけかえによる残地、ある

いは再開発による端切れ地、あるいは鉄道沿線の格好の悪い、あるいは細長くて使いよう

のない土地、こういう公有地、あるいは準公有地的な土地というのは、探せば切りがない

ほどある。ちょっと固まるとポケットパーク的に都市化しますけれども、そこまでいかな

いような土地をどうするのか。たまたま隣に残地があったから、ちょうどいいから駐車場

なんていうのは、田舎へ行くと山のようにある例ですが、一斉調査をしてみてはどうか。

そして、みんなで１本植栽運動というようなことができないか。これは細かい話で、中国

の国民皆植栽とは意味が違いますけれども、国民的な行動目標を持てることになるのでは

ないかと、こういうことです。 

 長くなりますから細かいことは申し上げませんが、過日、財務省の担当局長にもお話を

しておきました。国有地の総点検をしてほしいと。小さな事業の積み上げが実はこの数値

目標の積み上げ方式と同じもので、それがヒートアイランドに対する抑止効果になるとか、

あるいは、最近言われている美しい国土づくりにも寄与するというさまざまな副次効果も

ございます。落ち葉をどうするとか、倒れたらどうするとかという、心配をすれば切りが

ないのですが、それもアダプト制度を適用したりＮＰＯ的な国民活動に巻き込めば、これ

は参加型の国民運動にもなるということで、ご提案を申し上げておきます。 

 数字の返事だけいただければそれで結構です。以上です。 

【交通審部会長】  それでは、事務局のほうから、どなたにお答えいただければいいの

でしょうか。 

【公園緑地課長】 屋上緑化の面積の話でございますが、この都市緑化につきましては、

２８万トンは植生回復というくくりの中で計上しているものでございまして、屋上緑化に

ついては、吸収源としては計上してございません。屋上緑化をいたしますと、当然その下

の階の部屋の温度が下がりますので、そういった意味では、冷房の使用料の減を通じて電
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力の使用料が減っていくというような形になる計算になろうかと思います。 

【社政審委員】  私が聞いたのは、都市緑地の換算で出したその２８万トンの論拠にな

っている対象地域というのは、一体何をかき集めた、面積は何なのかということです。 

【公園緑地課長】  都市公園並びに道路の緑化、河川の緑化、緑化関係でございます。 

【社政審委員】  その面積、持っていますか。 

【公園緑地課長】  本数で把握しておりまして、これは７,５００万本ということで試算

しているところでございます。 

【社政審委員】  私はそれの倍増ぐらいは簡単にできるということを申し上げたので、

7,５００万本というのはあまり論拠のない数字かもしれないけど、まあ、そういうことで

す。 

【公園緑地課長】  １点、補足的に説明させていただきますけど、都市緑化につきまし

ては、基準年から目標年次に増えた量を計上できるというのが国際的なルールでございま

して、既に植わっているものについては、そこにおけるＣＯ２の固定量というのは計上し

ないという取り扱いになっているところでございます。 

【社政審委員】  はい、わかりました。 

【交通審部会長】  よろしゅうございますか。 

 それでは、後藤委員。 

【社政審委員】  後藤でございますが、少し対策からずれるかもしれませんが、今の話

と少しリンクするのは、国民１人１人が痛みを知るということがないとなかなか進まない

かと思います。 

 それから、２０１２年はファーストステップですので、その後のこともありまして、も

っとダイナミックな政策がベースにないと、なかなかこれは難しいかなという感じで受け

取っておりまして、１つだけ今後ぜひご検討いただきたいのは、ガソリンの価格の問題で

ございます。アメリカに比べれば安いんですが、国土の狭さ、広さといいますか、比較的

似ておりますドイツ、フランス、英国等に比べれば、日本のガソリンの値段は格段に安い

わけですね。ガソリンの値段を上げることにより、財源がとれればこういった施策に回せ

る、公共交通機関の補助に回せる、それからむだな走行を減らせる。必要な走行は必要か

と思いますが、むだな走行を減らせるというようなことで、そういったダイナミックなこ

とをやはりベースにもっとお考えいただかないと、当面のこういう対策でも大変かと思う

んですが、なかなか到達するというのは難しいというか、それほど容易ではないと思われ
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ますので、そういった大きなこともぜひご検討を、今後入れていただきたいと思います。 

【交通審部会長】  これは、どなたか……。 

【環境・海洋課長】  今のお話は、多分環境税の議論に通じる……。 

【社政審委員】  いや、どういう形でも結構で。 

【環境・海洋課長】  その辺になりますと、もう制度全体の議論になります。私ども、

国土交通省の施策として、こういった形で削減量の目標を達成するための、例えば運輸に

ついて申し上げますと、先ほどございましたように、グリーン物流パートナーシップ、こ

れは荷主さんと、それから物流事業者の自主行動でございます。 

 それからＥＳＴ、これは自治体、特に地域においての自主的な取り組みについて支援を

する。 

 それから、通勤交通マネジメント、これも先ほどのグリーン物流に似ていますけど、今

度は人流について企業と、それから公共交通機関とのこれもパートナーシップによる自主

行動ですね。 

 それから、省エネ法と流通業務効率化法と、私ども、この２本の法律を上げさせていた

だくということで、基本的に関係者の連携・協働による自主行動、それから自主的な取り

組み、それから法律、いわゆる規制の枠組みを伴った法律、それから流通業務効率化はど

っちかというと支援法でございますけど、拠点からの支援法。そういった形で削減量につ

いて目標を達成するということで、実は、ちょっと財源のほうまでまだ踏み込んで検討し

ておりません。これは政府全体の議論になると思いますので。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。 

 参考までに聞きたいのですけど、ヨーロッパでは４割ぐらいの乗用車が軽油だといいま

すね。それは、さっきのお話、後藤委員に聞くべきことかもしれませんが、相当税金が違

うということですか、ガソリンと軽油で。だから、いわゆる実売されている価格で見ると

相当軽油は安いということなんでしょうか。 

【環境・海洋課長】  すいません、ちょっとデータを持ち合わせていませんので、また

ご報告させていただきたいと思います。 

【交通審部会長】  それでは、崎田委員、どうぞ。 

【社政審委員】  ありがとうございます。 

 いろいろな提言に対して、かなり具体的ないろいろな施策を打っていただいていまして、

これをやはりしっかりと効果を上げていくということが大事だなと思って伺っておりまし
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た。 

 実は、効果を上げるということを考えるときに、最近、環境を視点にした住宅の設計を

する方にお話を伺ったときに、同じような気持ちで設計をしても、そこに住んでいる方の

暮らし方によって、省エネ効果という数字が倍以上違ってくることがあるという話を聞く

ようになりました。そういうことを考えて、やはり先ほどからお話があるように、これか

ら特に住宅とか、暮らし方とか、そこできちんと消費者、生活者自身がＣＯ２を削減して

いくということがすごく大事だなと思っております。そういうときに、こういうせっかく

の施策とライフスタイルをちゃんとつないでいくということをきちんと考えながらやって

いただくというのは、非常に重要になってくるなと思っています。 

 では、そのときにどうするのかというときに考えると、ほかのすべての施策に言えると

思うのですが、例えばＥＳＴモデル事業とかこういうのも、自分たちの町をどうするかと

いう、地域の人たちがその気になっていくということがすごく大事だと思っています。で

すから、環境を視点にした地域づくり、こういう動きの中で、先ほどの住宅の話であり、

町の交通政策であり、地域社会のそういう動きと行政ときちんと連携しながらやっていく

ということが大変重要だと思っています。 

 そのときにぜひお願いしたいのがもう一つあるのですが、マスコミや何かは、企業とか

行政の困ったときのことというのはすぐに出るんですけれども、なかなかいいことという

のは出ないという感じがありますので、皆さんのほうでも、ぜひどんどん、先進事例とか、

いい事例、こういうことを発信していく。そういうふうにして全国のいい事例を共有しな

がら、社会全体で、ああ、みんなでほんとうに快適な日本をつくっていこうという、そう

いう明るい共通認識をつくっていくということが、これから１０年間ぐらいはとても重要

なのだと思っております。そういうような方面に向けて、国土交通省、あるいは現場の皆

さんが連携して、そして情報発信していくんだという、そういうマインドで政策を展開し

ていっていただくことが大変重要かなと思っております。よろしくお願いいたします。 

【環境・海洋課長】  ＥＳＴについてちょっとお答えさせていただきます。１０ページ

をごらんいただきたいと思いますけど、今回のＥＳＴで、いろいろなモデル地区のメニュ

ーを挙げさせていただいております。これも地元の選択で、地域によってまちづくり、そ

れから公共交通機関の利用促進、それぞれ地元の事情がありますので、それぞれの事情に

合わせて、いろいろなメニューの例を私どもは挙げさせていただいて、その中で、地域の

実情に合った、また地域の自主的な動きに合ったものを取り上げていただければいいと思



 -19-

いまして、実際に、１１ページにありますように、今回、１１カ所がそれぞれ特色のある

内容になっております。 

 例えば５番の富山はＬＲＴであり、それから３番、４番はつくばエクスプレスの開業に

合わせたものであり、それから７番の豊田、これは有名なトヨタさんがいらっしゃいます

が、通勤交通マネジメント、先ほど申し上げたようなものを取り込んだり、１０番の神戸

は歩行者の利用しやすいまちづくりとの連携、それぞれの地域に応じた非常に個性のある

内容になっております。 

 こういったものをこれからも期待いたしたいと思っておりまして、１０ページのまた資

料に戻りまして、その下に書いております。こういった形で、それぞれの地域によって、

いろいろな関係者が集まって、いろいろなアイデアを出していただいて、手を挙げていた

だいて、それで必ず環境改善目標、ＣＯ２の削減量がどれぐらいであるか、どういった取

り組みであるかというのを出していただいて、その中からいいものを選んで、それに国土

交通省の関係部局、それから関係省庁、警察庁とか連携して、集中的に支援していこうと。 

 一番下にありますが、そういった形で、改善の非常に著しいいい例を私どもは先進的な

事例として全国にぜひ今後ＰＲさせていただきたいと、こういった動きを一部の地域だけ

じゃなくて、全国的にご紹介して、全国的な動きにつなげていきたいと、かように考えて

おります。 

【交通審部会長】  住宅については、別に特に……。 

【国土環境・調整課長】  特に住宅というわけではないかもしれませんが、要するに国

民のほうでの意識というのが非常に重要だろうと思いますし、また、そういう面での国民

運動というのは極めて重要なことだろうと思います。現在まだ議定書達成計画の案文が固

まっておるわけではございませんけれども、そういった中においても、国民運動というよ

うな視点というのは取り入れられるであろうと思っております。 

 また、内閣官房が事務局ということですけれども、関係省庁が集まって、そういう国民

運動を盛り上げていくための施策というようなものをこれから幅広く取り組んでいこうと

いうことも、連絡会議みたいなものは既につられております。 

 そういう中で、住宅の件についてのご指摘などもございましたけれども、先生のご指摘

を踏まえながら、これからまた内閣官房を中心として、その中で我々も積極的に発言して

いきたいと思います。 

【交通審部会長】  環境省の某局長が家人に道楽者となじられながらエコハウスをつく



 -20-

って、３８％のＣＯ２の削減に成功したそうです。 

 庄子委員、どうもお待たせしました。 

【社政審委員】  今日のご説明を伺っていまして、さすがに国土交通省は、行政管轄の

接点にあるようなところまで進んで検討されているということがよくわかりました。非常

に結構だと思います。ぜひ、これを着実に進展させるような方策を今後展開していっても

らいたい。 

 ただ１つ、ちょっとお伺いなんですけれども、住宅なんかで 2,０００平米以上というと、

私が考えている住宅とは違います。６００坪ぐらいのもので、非住宅のものでもございま

す。そういうようなことになってまいりますと、この２,０００平米というのは、どういう

基準でお考えになったのかということで、お伺いいたします。 

【国土環境・調整課長】  まず、詳細はまた別途、担当局のほうからと思いますけれど

も、2,０００平米というのは、今現在、非住宅建築物のほうでは２,０００平米ということ

で、言うならば足切りといいましょうか、すそ切りをしております。住宅の場合、２,００

０平米と言いましても、これはいわゆるマンションということになろうかと存じます。１

世帯分が仮に１００平米だとすると、２０世帯ほどですので、中層のマンションというイ

メージでございます。別段、大邸宅というようなことで想定しているわけではございませ

ん。 

【交通審部会長】  庄子さん、中層のマンションというイメージでよろしいでしょうか。 

【住宅生産課長】  住宅局ですけれども、大体二十数戸ぐらいの共同住宅ということで

想定しております。 

 なお、２,０００平米ですけれども、これは非住宅からが２,０００平米ということで、

そこから横並びで来ているんですけれども、いわば行政の効率の問題がございまして、大

体２,０００平米を超えるような例えば非建築ですと、いわば建設活動の５％ぐらいなんで

すが、床面積的には半分ぐらいを占める。共同住宅についても、２,０００平米以上ですと

大体半分ぐらいを占める。非常に少ない数の建築物をチェックすることで、新築の建物の

半分ぐらいをコントロールできる。残りのものについては、そこからの波及といいますか、

別に住宅にしても、建築物にしても誘導的な基準は示しているわけでございますから、そ

こと義務的な届け出等相まって進めたいと考えている次第でございます。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。よろしゅうございますか。 

【交通審委員】  交通政策審議会に所属しているものですから、ある意味では不適切な
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発言になって申しわけないんですけれども、５ページと６ページに関係して若干意見を述

べさせていただきます。 

 ２０１０年の２億７,５００万トン、それから２億５,０００万トンについては、おそら

くどの箇所が発表しようとも変わっていないと思うんですけれども、問題は、そこにたど

り着くまでいろいろな数値が出されております。これを国民がどう理解したらいいのか、

混乱する場合があるんじゃないかと思うんです。 

 かつて佐和先生のもとで勉強させてもらったんですけれども、低公害車と言った場合に

は、当時の運輸省の低公害車と通産省の低公害車は定義が違う。こういうことでは困るの

で、どういうデータに基づいて、これこれこういう施策を盛り込んだならばこういう値に

なりますよというようなことを、日本版の数値として何かまとめることができないだろう

かというように思います。その際には、こういうデータに基づいて、これこれこういう算

式で推計した結果、こうなりましたということであれば、おそらく多くの人が納得してく

れるのではないかなと思います。 

 その際に、使ったデータなんですけれども、例えば道路交通の場合は道路交通センサス

をよくお使いになるんですが、あれは３年に一度なんですよね。ですから、リアルタイム

ではなかなかつかみにくい。近年では VICS とか、あるいはプローブ・カー等々のほぼリア

ルタイムに使えるようなデータがあるものでから、そういうものを活用して推計してみた

結果、こうなりますというようなことのご努力がいただけないものだろかというのが１点

でございます。 

 それからもう１点は、冒頭、丸山局長がおっしゃったんですけれども、近年は運輸部門

間のＣＯ2の排出量が減っていると。２００２年データで６ページは計算されているんです

が、環境省の２００３年の速報値というのがあって、これは私が目にしたところでは、２

億５,９００万トンでさらに下がっている。２年続けて下がったというのはどういうことな

んだろうか。技術革新の成果なのか、あるいはこれに取り組もうとしている国民の協力の

おかげなのか。もしそういうことであれば、先ほどの崎田委員のご意見と同じなんですけ

れども、そこをもっと評価してあげて、こういうような取り組みをすればこういう効果が

ありますよというような形で、削減された場合には、そこを大いに評価するということで

アクセルをかけることが必要ではないかなというように思います。 

 それからもう１点は、追加対策。それでもなおかつ追加対策が必要であるということで

３点挙げられているんですけれども、この追加対策は、物流であれば荷主、それから通勤
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交通マネジメントであれば旅客の協力が必要ですので、ぜひ、彼らにわかりやすいような

プレゼンテーションを行っていただければこれも効果が上がってくるのではないか、そん

なように思いました。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。 

 これについては、何か……。 

【環境・海洋課企画官】  環境・海洋課の韮澤でございます。 

 まず１点目のお話でございますけれども、まだ詳細はお話しできないんですが、京都議

定書の目標達成計画では、個別の対策について削減量というものを示した上で、どのよう

な対策が、例えばどの指標を見たらその対策がうまくいっているのかとか、あるいは削減

量の前提となるものは何かとか、現在の大綱に比べますと、かなり国民の皆様にわかりや

すいようなものを考えております。詳細はちょっとお話しできないんですけれども、そう

いったものが、先ほど丸山局長がお話しされたように、３月末の政府案決定に向けて取り

組まれておるところでございます。 

 それから２点目の２年連続というところでございます。これはデータで見ますと、貨物

の排出量が減ったということが直接の原因でございます。これについては、先ほど玉木課

長のほうから説明がございましたが、杉山先生もいろいろとご参加いただいて、中間取り

まとめのところで、現状、ある程度我々の対策でも効果があるものがあったという認識は

しておりまして、ただ、詳細については、まだよく分析し切れておりませんが、多少なり

とも我々の何らかの施策については効果があったのではないかとは、ちょっと手前みそで

すが、多少は思っております。 

 それとあと、データのお話がございましたが、これについては、またいろいろと、次の

施策等に関しましても、なるべく新しいデータ、正確なデータを求めるようにしていきた

いと思います。 

【交通審部会長】  はい、どうも。まだございますか。 

【環境・海洋課長】  先ほどの、ちょっと積算の話がございましたが、韮澤のほうから

申し上げましたけど、実は今度の達成計画は、大綱のときと違って、いわゆるＰＤＣＡ、

実際に計画をして、実行して、チェックをして、それを再評価して、最後、アクション、

また行動を行う。そういうサイクルで、実際の削減量計画の具体的な項目ごとに、どうい

う積算をやっていますかというのを明らかにすることになっています。私ども、こういっ

た作業をつい最近までやって、大体こういった結果が出たわけですが、それを整理してい
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ますので、今度の達成計画の中で、付表として具体的な積算根拠をお示すことになってい

ますので、いましばらく整理に時間がかかりますので、整理しましたら皆さんにご公表さ

せていただきたいと思っています。 

 それから、先ほどの２年間下がった原因というのは、実際に、最近よく進んでいますの

が営自転換でございまして、これはやっぱり、荷主さん、それから運送事業者さんのそう

いった事業の努力というのもあると思います。それから、先ほど申し上げたような、私ど

も、今の施策による成果というのもある程度出ているのではないかというふうに自負いた

しております。 

 それから、最後、３点目でございますが、これからの追加対策で、先ほど申し上げまし

たように、パートナーシップということで、運送事業者さんと荷主さん、それから今度は

旅客の皆さん、人流のほうですね。おっしゃるとおり、こういったことは、先ほどありま

したけど、物流についてはパートナーシップ会議、それから人流については交通マネジメ

ント協議会、公共交通利用推進協議会、これを全国展開して、また地域に展開して、幅広

く知っていただいて、ＰＲして、こういったものを全国的に広げていきたい、地域的に広

げていきたいと考えております。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございました。 

 やはり、９７年度以降、ほとんどトータルの排出量というのは上がったり、下がったり

で、ほぼ横ばっている感じですね。これはやっぱり何か構造的な理由があるということで、

きちんと見極めていただきたいと思います。 

【環境・海洋課長】  すいません、ちょっと追加補足しますと、やっぱり自家用車が過

去、非常に大きな伸びを示しておりました。最近、自家用車の伸びがかなりなだらかにな

っています。実際、分析しますと、車の輸送距離は増えていますし、車に乗っています人

の数も単位当たり減っているわけです。したがって、ほっておくと、その自家用車の伸び

というのはまだかなりあるはずなんですが、やっぱり、トップランナーとか、単体対策が

かなりきいて、その伸びが非常になだらかになっている。それで、実際、物流ですとか、

いわゆる営業用のトラックとか、そういったものが落ちてきていますので、そういった運

送事業者さんの努力、それに自家用車の単体対策がきいて、その伸びがなだらかになって、

その結果として横ばいから減少に向かっているというふうに分析いたしております。 

【交通審部会長】  それでは、私が間違っていなければ、松尾委員、米本委員、坂本委

員、黒川委員ですか、そういう順序でお願いします。 
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【社政審委員】  最初は１つ質問で、あともう一つはコメントなんですけど、３ページ、

４ページのところで、公共交通機関の利用促進等というので２８０万トンと、私は公共交

通機関の利用促進は非常に結構な施策だと思っています。この４ページを見ると、それは

全部ＥＳＴモデル事業の実施ということでその分を稼ぐんですかというのが、ちょっと私

が誤解しているんじゃないかと思って聞いているところなんでございます。 

 それからもう一つ、１０ページに、じゃあ、その利用促進策としてどういうものがある

かという中で、通勤交通マネジメント、かなりこれはソフトな、官民協力しなきゃいけな

いようなものですが、この中でＬＲＴの整備、鉄道の活性化というのは、具体的に新しい

施策を持っているんでしょうか。私、今、富山のＬＲＴとか、幾つかのところでお手伝い

しているんですが、なかなか、その制度的な意味で、これぞと思う目覚ましいのがそんな

には見えないような。要するに、今度そういうのをつくると、会社経営側の制度が、第三

セクターをつくったりすると、みんな企業会計的にやってしまうと、実は経営が成り立た

ないんですよね。そういうところまで含めた意味で、利用促進というのは施策を考えてお

られるのでしょうかというのが質問です。 

 もう一つのコメントは、これは一応地球環境の COP3 に対応した国土交通省の対策なんで

すが、COP3 の次に、COP 幾つだか知らないけど、次は１５％、２０％というふうに出てく

ることを少し考えて、どういうところで稼ぐかというのが、これだと目いっぱい、今でき

るのはこれだけですよというような感じで、次への余力が内包されていないような気がす

るので、今後、考えるときに、そういうことまでお考えになって、COP3 の次というものを

考えていただきたい、これはコメントです。 

 以上です。 

【環境・海洋課長】  先ほどの公共交通機関の利用促進、３ページです。下に書いてあ

りますが、鉄道等の新線の整備、それから既存の鉄道・バスの利用促進、通勤交通マネジ

メント等ということで、ＥＳＴは、大綱の後、今回、達成計画に新たに挙げる施策という

ことでして、現行の大綱には、新線の整備や既存の鉄道・バスの利用促進、こういったも

のが挙がっておりまして、これについては、それぞれ施策を行っているところです。した

がって、ＥＳＴだけではございません。 

【社政審委員】  じゃあ、鉄道新線整備で、かなりの量、これだけできるというような

線が今あるんでしょうか。要するに、ＴＸのつくばエクスプレスはわりとそういうデラッ

クス要素としてはあるけど、これだけ、３３０万トン減らすというあれには見えないわけ
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で、もっとあるんですか。 

【環境・海洋課長】  この内訳でございますけど、そのうちの鉄道新線について。 

【社政審委員】  後でもいいんですよ、それは。 

【環境・海洋課長】  鉄道局は……。 

【鉄道企画室長】  鉄道局でございます。大変恐縮でございますが、今、具体的な路線

名は持っておりませんが、当然、つくばエクスプレスのほかにも、地下鉄ですとか、いろ

いろな新線の整備、それから、ほんとうの意味での真っさらな土地に新線を引くというだ

けではなくて、短絡線といいますか、既にある複数の鉄道の間を結んで、ショートカット

するような路線の整備等が幾つかございますので、そういったものを合わせて積算してお

るということでございます。 

 それからさらに、先ほどＬＲＴのご質問がありましたが、ＬＲＴにつきましても、１７

年度からさらに助成を充実するということで制度を改正しておりまして、軌道事業者、都

市側、道路側の三位一体で対策を強化していくということ。それからまた、現地において

は、公安委員会にも入っていただいて、運行も円滑にいくようにしていくというようなシ

ステムを作ってやっていくということで、力強くこれから進めていきたいと思っておりま

すので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

【環境・海洋課長】  それから、先ほどのポスト COP3 ですが、まだ先の話なんで。ただ、

今回の計画の対策で、やっぱり新しいところというのは連携だと思うんですね。今回初め

て、運輸事業の施策だけじゃなくて、荷主さん、それから通勤というものを取り上げたり。

それから、このＥＳＴの中も、ごらんいただきますと、まちづくりと非常に連携をとって

おります。そういった意味で、例えば運輸についてだけ申し上げますと、運輸単独ではな

くて、いろいろなものとの連携です。まちづくりですとか、それから産業です。それから、

多分まだ足りないのが、国民運動が今回はまだ足りないんじゃないかなと個人的には思っ

ておりまして、そういったものを、これから新しい施策を考える場合には、そういった総

合的な、もっと連携する先を広げて、そういったものを考えていくのではないかというふ

うに考えています。 

【交通審部会長】  よろしゅうございますか。 

【社政審委員】  はい。 

【交通審部会長】  それでは、次の方お願いします。 

【社政審委員】  松尾ですが、３つぐらいお聞きしたいと思います。 
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 ５ページ、６ページで、今までの実績とこれからの見通しということになっているわけ

です。これからの見通しは、いろいろ案が出てきて、この施策をやればこれだけ減ります

というのですけれども、逆に言うと、１９９０年から現在までの、なぜこう増えてきたの

かというのが、今度のモデルというか、試算の中で計算できるといいと思います。これが

増えたからこれだけ増えたんだ、だからこれを減らせばここへ行くんだという、構造モデ

ルが必要だと思うのです。そういう意味で、これからこうしますというだけじゃなくて、

今までの構造と、これからやろうとしている構造のどこが違うのかというのを明確にしな

いと、ただ積み上げて、これだけこうやればなりますというのは、もう一つ説得力がない

んじゃないか。大体目標は１９９０年が一応基準ですから、そこへ全部戻さなくてもいい

のでしょうけれども、少なくともこの増えた理由は、今回説明されたもので十分なのか、

どうかというのが１つです。 

 それからもう一つは、ＧＤＰの将来予測というのをどうしておられるのか。結局、物流

が減るというのですが、実は不況だから減っているのであって、最近のジグザクしていて

結局増えていないのは、不況が続いているからだと私は思うのですね。ＧＤＰがこれから

二、三％でもいいから増え始めたならば、決してこんな状態ではおさまらないんじゃない

か。ですから、GDP の予測をどういうふうにしていてこの数字が出てきているかというの

も、もう一つ説明していただかないと、もしかしたらわからない。 

 それからもう一つは、さっきどなたかが言われたけれども、いい家に入って、いろいろ

な省エネ的なやつでやっても、使う人によって全然効果が違うのだということを言われま

したね。まさにそこは大事なところで、ほめる制度をあわせてつくらないと、いくらいろ

いろないい単体の装置を開発しても、それを使ってくれる人がいなければ効果が出ないん

ですよね。工事現場とかいろいろなところを含めて、いわゆる国土交通省が関係するとこ

ろで、ここの事業体はこれだけ減った、だったらほめてあげてね。住宅もそうだと思うん

ですよ。私が前に言っているのは、ＣＯ２の確定申告を毎年１回、個人の住宅でやったら

いい。それで、去年よりも減らしたならばほめてあげる。ほめてあげる方法としては、還

付金でもいいと思っていますけれども。とにかく、ほめてほめて効果を上げない限り、こ

んなの絵にかいた餅にしかならないんじゃないかと、あえて言えば思うんですよ。そのほ

めるシステムとこの計画とが合わないと、ただ役所は数字で出せばいいんだということか

もしれないけれども、それじゃあ、ほんとうにＣＯ２は減らないですよね。その辺がどう

なのかというのをちょっとお聞きしたいと思います。 
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【交通審部会長】  じゃあ、お答えください。 

【環境・海洋課長】  まず最初ですが、１９９０年から大きな伸びを確かに示しており

ます。ちょっと数字を申し上げますと、１９９０年から１９９８年にかけまして、一番大

きいのはやっぱり自家用乗用車、これが４４.６％増えています。これが非常に大きな伸び

の、全体で２1.８％増ですが、その中で、今半分ぐらい占めています自家用乗用車が４４.

６％伸びた、これが一番の大きな原因です。そのほかトラックは、貨物トラックは５.６％、

その他公共交通機関が１０.１％、これで１９９８年まで全体で２１.８％でした。 

 その後の動きを見ていますと、１９９８年から２００２年にかけての動きで、一番伸び

ていました自家用乗用車がプラス４％、かなり鈍化しています。やっぱり原因としては、

先ほど申し上げましたけれども、トップランナー燃費規制、それからグリーン税制の効果、

新しい登録車では、やはりグリーン税制対象の低公害車が非常に比率が高くなっています。

そういったことが非常に大きく効果を出しているんじゃないかと思っています。貨物トラ

ックはマイナス８.２％、公共交通機関も、ほとんどゼロなんですが、プラス０.４％。こ

ういったことで、全体として横ばいから下がってきている。一番大きいのは、自家用乗用

車を単体対策で、自家用乗用車の利用の増に対して、増加をかなり緩やかにするほど大き

な効果があったのではないかと考えています。 

【社政審委員】  単体の効率が良くなっても、それだけで CO2 の排出が、今よりもどん

どん下がるとは思えないのです。ですから、その辺の……。 

【環境・海洋課長】  燃費規制は今、２０１０年の燃費基準でして、この後また新しい

燃費基準をどうするか、これを経済産業省とこれから検討してまいりますので、これから

ないということはございません。 

【交通審部会長】  小型化ということは考えられませんか。 

【環境・海洋課長】  おっしゃるとおり、一時ＲＶ車が増えた時期がありましたが、今

かなり小型化というのが、おっしゃるとおり、そういったことも原因していると思います。 

【交通審部会長】  よろしゅうございますか、松尾委員。 

【社政審委員】  もうひとつですが、ＧＤＰの予測はいかがでしょうか……。 

【環境・海洋課企画官】  この２億７,５００万トンのＢＡＵを出したときに用いました

輸送量のほうのデータですが、これは平成１４年のデータを使っておりまして、近年のＧ

ＤＰの予測等は加味されておりません。ただ、その１４年時点でのＧＤＰの予測というも

のを加味した上での輸送量の予測で計算しております。 
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【交通審部会長】  一言追加させていただくと、ＧＤＰに占める製造業の比率というの

が、１９８７年にたしか２９.５％だったのが、２００２年で２２.１％まで下がっている

んですね。それで、しかも製造業の中で素材型産業の比率がかなり大きく下がって、加工

組立型が増えているというようなことなので、いわばＧＤＰの伸びに対するＣＯ２の排出

量の増加率というのは、今後ともずっと低下していくと私は思いますから、仮に３％ぐら

いの成長に戻ったとしても、そうは増えないと思っております。そういう産業構造の変化

の結果としてですね。 

 私、４つ目があるわけじゃないので、順番が確実に把握できていないんですが、一応念

のために申し上げます。まず、次、米本委員、金本委員、進士委員、坂本委員、鷲谷委員、

萩原委員という順番で。 

【社政審委員】  私は、特に直接には申し上げることはないんですけれども、この前、

実は第 1 回の合同会議で佐和部会長が、交通マネジメントのＣＤＭってあり得るとおっし

ゃって、私、まさしくそのとおりだと思うんですね。これ、お聞きしておりますと、対外

のプロジェクトというのは国土交通省の所管ではないし、そもそもそんなにプロジェクト

はあんまり考えられないのではないかというふうな何となくニュアンスが漂っているんで

すけれども、私、経済産業省のほうですけれども、お話ししていても、日本の国内は、京

都議定書を発効したんで、第１約束期間にともかく６％削減しないといけないと。すごみ

を感じるような、ものすごい削減の議論をやっているところはやっているんですけれども、

それで、その基本に、日本だけがダントツに不利だというような認識でそういう議論があ

るんですが、確かに一見そうなんですけれども、国内の省エネを一巡させて、なおかつ日

本は６％削減しないといけないということは、実は、それを理由に、ほかの国のエネルギ

ー政策、あるいは産業政策に、日本はともかく外国でも削減しないといけないからという

ので、はっきり言って手を突っ込むような正当性が若干あるわけですね。 

 日本の場合、一見不利に見えますのは、東アジアで附属書Ⅰ国というような削減義務があ

るのは日本だけですので、相手国、中国とか、こういう東南アジア諸国ですけれども、こ

ういった国は削減義務がありませんので、日本は大変取っかかりが見えにくいんですけれ

ども、やはり今のうちから政策対話を始めて、普通なら内政干渉まがいのことも、日本は

ともかく国際公約があるから、君のところでやらせてほしいという迫力を持って、こうい

う国内の非常にソフィトケートされた政策とか行政スキームというのを、その必然性がま

だ感じられていない発展途上国で、ともかく先回りでやらせてくれというような視野まで
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もそろそろお入れになったほうがいいのではないか。要するに、国内、ここまでまじめに

やるんだったら、今のうちから周辺諸国と若干、政策対話の手前だと思いますけれども、

情報交換ということをお始めになったほうが、地球全体のＣＯ２ガスを減らせばいいので、

日本で減らすよりは、やはり急発展している発展途上国でやったほうがかなりコストパフ

ォーマンスはいいのではないかと思いますので、その点だけちょっと申し上げたかったこ

とでございます。 

【交通審部会長】  これについて何か。 

【環境・海洋課企画官】  じゃ、私のほうから若干、当省の交通分野のＣＤＭについて

お話しさせていただきます。 

 まず、ご報告ですが、来週になるんですが、私どもの国際部門がタイでセミナーを開き

まして、それはまさに米本先生がおっしゃったような交通のＣＤＭに関するセミナーで、

我々サイドとバンコクのほうのタイのサイドの人間で、いろいろＣＤＭについてのディス

カッションをしようと、そういうセミナーを開催する予定でございます。来年度も予算も

とりまして、いろいろ調査をしてまいりたいと思いますが、特に交通分野の場合は、これ

は自画自賛になりますが、クレジットをとるということのほかに、まさにどの国も今、途

上国というのは交通渋滞ですとか大気汚染に大変悩んでおりますので、いわゆる副次的効

果は非常に大きいということで、まさに一石二鳥というんですか、そういう非常にメリッ

トはあると思っておりますので、来年度以降もいろいろと頑張ってやってまいりたいと思

います。 

【社政審委員】  わかりました。そういうパーセプション・ギャップというのか、認識

を共有させることがまず第一歩だと思いますので、ぜひ推進していただきたいと思います。 

【交通審部会長】  実は先週、中国にちょっと行っていたんですけれども、やっぱり石

油化学はものすごい上がりましたね。それで、中国の場合、今、石油の４０％が輸入のよ

うなんですね。だから結局、これじゃ大変だということで、ですからモーダルシフトとか、

あるいは燃費効率の向上とかいうことをまじめに考え始めていると。動機そのものは、別

にＣＯ２の排出削減ということではないんだけれども、結果的にそういうことが進められ

ているということをちょっと申し上げておきます。 

【国土環境・調整課長】  すいません、ちょっと一言つけ加えさせていただいてよろし

いですか。 

【交通審部会長】  はい、どうぞ。 
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【国土環境・調整課長】  申しわけございません。 

  ＣＤＭのほう、建設業界関係のほうもちょっとご紹介をさせていただきたいと思います。

今、日本全体で１６のプロジェクトがＣＤＭということで承認されているということでご

ざいますが、そのうちの１５番目と１６番目が日本の建設業界さんのほうでおやりになっ

ているものでございます。１５番目が、庄子先生がいらっしゃいます鹿島建設さんのほう

で、マレーシアでＣＤＭ、それから１６番目の件が清水建設さんで、アルメニアのほうで、

やはり埋め立て処分場での発電関係のプロジェクトということで、日本政府承認というベ

ースで２つ実績が出ております。 

【交通審部会長】  どうも、大変参考になりまして、ご意見ありがとうございました。 

 それでは、若干時間も押してまいりましたので、金本委員、どうぞ。 

【交通審委員】  簡単なご質問なんですが、ＰＤＣＡサイクルを回すというお話だった

んですが、その際、一番重要なのは、国民全体にとってのコストパフォーマンスがどうか

ということで、コスト面を、財政コストだけではなくて、広い意味の国民負担を含めて把

握するようなことはＰＤＣＡサイクルの中にあるのかどうか。もしなければ、ぜひとも入

れていただきたいということです。 

【環境・海洋課企画官】  現在、検討されております達成計画の中で、今、金本先生が

おっしゃったようなコスト面での評価というところは、たしか入っていなかったように記

憶しておりますが。 

【環境・海洋課長】  ただ、今度の PDCA サイクルでは、要するに主体が、だれが、どう

いったことについて、どういう施策をやって、したがってＣＯ２をどれぐらい削減するか

ということで、それぞれの所在がわかるようなシステムにしようということで、今、関係

省庁、内閣官房を中心に、書きぶりを調整しておりますので、いわゆるある１つの施策を

やる場合に、どういう主体が、どのようにかかわっているかといったことは、明確にする

方向で今調整を行っております。 

【交通審部会長】  最近、新聞等にも報道されていましたが、１年間に２兆円かかると。

ですから、５年間で１０兆円。６年からですか。それで、それに対して国が４,０００億な

いし７,０００億の支援をするというか、負担をするというような数字が、これは環境省の

数字として出ておりました。ですけど、いずれにせよ、効果のほうもさることながら、や

っぱり費用対効果という観点で、こういった問題は考える必要があるというふうに私も痛

感いたします。 
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 それでは次、進士委員、お願いします。 

【社政審委員】  こういう目標を掲げて、達成しなきゃいけない約束事ですから、命が

けでやらなきゃいけないんだろうと思いますので、その努力は十分に理解しております。 

 ただ、端的に言えば、国民はＣＯ２対策とか地球温暖化防止だけのために生きているわ

けではないだろうという、ごく当たり前のことを意識しないと政策はうまくいかないだろ

うと思うんですね。先ほど横島先生もおっしゃったし、松尾先生もおっしゃったんですけ

どね。 

 それで、２つ。１つは、総合政策局と、こうあるんで、ほんとうに総合的にやっぱり、

この個別のそれぞれの部門でやれる対策は既に網羅されているわけですから、これはこれ

でしっかりやっていくと。しかし一方で、少し発想を変えて、総合的に物を見るというの

が要るかなと。先ほど、最初のほうでどなたからかご発言がありましたが、例えばガソリ

ンの値段の問題、私もそう思うんですね。ただ、それもある範囲でないと、より負荷を値

段のほうへ反映してしまうと、今度は、あんまりガソリン代が高くなると国民経済全体が

落ち込んでいくということがありますね。観光立国を片方で言っているわけですから、車

で旅行する人が減るかもしれない。だから、ほどほどというのが大事なわけですね。樹木

だってそうなんでして、ＣＯ２を固定化しますけど、それは面積が広ければいいんですけ

ど、先ほどおっしゃったのはそれでいいですね。ただ、既存の公園に倍植えると、みんな

モヤシになってしまいまして、だめになってしまいます。これが生き物というものだと。 

 あるいは、建設廃材のリサイクルの技術が非常に高度化して、この前伺いましたが、私

は一方で、水産のことをこの間聞いていて、漁礁ブロックを入れると５倍、６倍の繁殖力

というか、魚が増えると。これは近未来の食糧問題にとっては大問題なんですね。海洋の

たんぱく源がどれだけ増えるか。だったら、建設廃材は細かく爆破して、細かくやって骨

材にまで分類してリサイクルするのがほんとうにいいのか、建物の幾つかをざっくりと割

って海にほうり込んだほうがいいのか。これは下手をすると廃棄物を海に捨てるという、

環境破壊だという人が出てくるわけですね。だけど、栽培漁業風に言えば、漁礁ブロック

としては非常に有効なんです。 

 これは植物でも同じで、都心の幾つかの緑化工事を見ますと、コンクリート廃材をほう

り込んだ土と適当にまぜて、空隙がいっぱいあるようなところのほうがずっと植物の活力

は高くて、生き生きした樹木になるんですね。ですから、ケミカルな汚染は困りますけれ

ども、フィジカルなものは、建物の廃材がそのまま海にほうり込まれたときに、海中景観
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はちょっとどうか知りませんが、魚は景観的な美しさを感じるかどうかわかりませんから、

エコロジカルには、少なくともニッチがたくさんできて生息率は上がると。 

 つまり、こういうふうに、ごみの問題と建設廃材の話、これをリサイクル技術で細かく

原点に戻すというベクトルもあるけれども、それをそっくり漁礁に使って海の栽培漁業に

寄与するというふうに考えていくという発想で、もうちょっと違った議論をする部門がな

いと、真正面からだけ攻めていくというのでは、ちょっとしんどいのではないかなと思い

ます。ここが総合政策局に期待したいところです。 

 ＣＯ２などで、前にも木造住宅や木造建造物の普及を本気でやってほしいんですが、こ

れはいろいろな建築基準法等でかなりバリアは高いですね。ですから、そこは今度はソフ

トな政策で変えるということですから、そういうふうに技術面でのこととか、研究面でや

るとか、そういう廃材をそのまま海に入れるなんていうのは、研究プロジェクトでもやっ

て、どれだけ魚の密度が増えるかというようなことをデータで出さないと、単なるごみを

海に捨てたというふうに言われかねませんしね。ですから、その辺をあちこちトータルに

考えて、ぜひやっていただきたいなと思います。 

 私の大学でたまたまバイオマスセンターをつくりました。生ごみのアルコール化をやっ

ておりますけれども、技術的にはごみがゼロになるぐらいなって、かなり成果が上がって

います。そうすると、生ごみは日本中の国民が出しているわけです。食糧は４割近くを輸

入しています。そうすると、日本には相当生ごみによる窒素が過多になるわけです。これ

はアルコールに転換してアルコール車を動かせば随分楽になるんですね。つまり、地下の

重油を使わないで、石油を使わないで生ごみでやれるということになりますから、そうい

うシステムをつくるとか、幾つか、思いつきではありますが、少しそういう、かなり違っ

た観点でやるという政策プロジェクトが一方に欲しいような気がします。 

 以上です。 

【交通審部会長】  どうもありがとうございます。画期的なご意見のようですけど、す

ぐにお答えになれるかどうか。 

【国土環境・調整課長】  なかなか明確な答えもちょっとしにくうございますが、例え

ばバイオマスの話がありましたので、それらの導入に関しましては、関係省庁の連絡会議

とかもありますので、またそういった中で、バイオマス燃料も含めていろいろと今検討し

たりしておるところです。 

 先ほど例としておっしゃっていただいた廃棄物を漁礁にという話もなるほどと思います
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が、ちょっとそこまでの発想はございませんでしたけれども、いずれにしても、これから

各省のほうといろいろと連携をして、多面的な検討が進むように努力していきたいと思い

ます。 

【交通審部会長】  それでは、続きまして、坂本委員。 

【社政審委員】  ２つ申し上げたいことがございます。 

 私は建築部会のほうに所属しておりますから、先々週かな、この温暖化対策の概要をお

聞きしましたので、住宅とか建築の対策ですね、資料１の前のほうに出ていますけど、そ

のあたりについてはもう了解して、これから私はそういう基準等の対策を具体的にプラン

を立てる立場でございますから、粛々とやっていくと思っているんですけれども、私が質

問したのは、２４ページ、一番最後のページで、ちょっと瑣末なことかもわかりませんけ

れども、２つございます。 

 １つは、この２４ページの上のほうの◎に「未利用エネルギーの活用など云々」とあっ

て、「地域冷暖房をはじめとしたエネルギーの面的な利用を促進し」と書いてあるんですけ

れども、これは、私、住宅とか建築の省エネ対策をずっといろいろやってきた観点から、

住宅局のほうから、地域冷暖房は非常に省エネにとって有効であると。ですから、積極的

にやるような推進策を考えてくれとか、そういうことは一度も聞いていないんですよ。こ

こに書いてあるということは、これからこの地域冷暖房を、そういう温暖化対策や省エネ

対策の有力な手法の１つとして住宅局も推進していくつもりなのか、あるいは経済産業省

とのおつき合いで仕方がなく書いているのか。もし後者のほうであれば、やっぱり政策と

いうのは集中したほうがよろしいですから、こういうものは取っちゃってもよろしいんじ

ゃないかなと考えるわけでございます。 

 そして、２つ目の話になりますけれども、このレポート、２４ページあるんですけれど

も、やはり最後のページには、これから重点的に取り組むべき課題というようなことでま

とめていただいたほうが、非常に締まりのあるレポートになるんじゃないかと思います。 

 そういう意味で、同じ経済産業省と連携するのであれば、先ほど松尾先生とか、どなた

かおっしゃいましたけれども、いいものをつくっても、それを採用する人がいなければど

うしても対策は進みませんので、ぜひ、経済産業省なんかは、いろいろないい機械をつく

って、住宅とか建築の整備機器であればトップランナー方式というのがございますので、

そういうトップランナー方式の効率のいい機械を住宅・建築に採用するような、そういう

具体策を考えることが今後の重要な課題であるとか、そういうふうにまとめていただける
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と大学のレポートなんかでも満点をとれるようなレポートになるんじゃないかと思います。 

【交通審部会長】  特に何かございますか。 

【国土環境・調整課長】  特に最初の１点目ですけれども、エネルギーの面的な利用の

推進というところですけれども、これは経済産業省のみならず、今度の新しい計画をつく

るに当たって、従来の単一のといいましょうか、個別の施設のほうから、まちづくりも含

めた面的な考えというようなものも入れながら、省エネ効率といいましょうか、エネルギ

ー効率の高い社会づくりというようなものを、そういう考えを取り入れていきたいという

ふうなことで、こういった地域冷暖房とかいうようなものが入っておるというところでご

ざいます。 

 それから、トップランナー方式での採用ということでございました。それはおっしゃる

とおりだと思います。こんなことを言うとおしかりを受けるかもしれませんが、機械器具

のほうになりますと、例えばＮＥＤＯでございますとか、そういった経済産業省、あるい

は環境省のほうでの補助、あるいは税制といったようなものがございます。ちょっとそこ

のところは、私ども国土交通省サイドとしては、建物そのもののほうにどうしても担当分

野が行っておるものですから、ちょっとその辺のところは記載し切れておりませんでした

けれども、トップランナー方式でのそういった機械器具の採用というのは、当然非常に重

要なことだろうと思っております。若干言いわけめいて恐縮ですけれども、例えば建設機

械のところなんかに関しても、気持ちとしてはそういうようなところだということで、恐

縮ですが、ご理解いただければと存じます。 

【交通審部会長】  どうも。 

 それでは、もう一つ議題がありますので、手短にお願いしたいんですけど、鷲谷委員、

どうぞ。 

【社政審委員】  コメントというか、感想なんですけれども、国際的な約束を守るため

に、今、差し迫って求められている今回の温暖化対策と、ほんとうに気候を安定させるた

めに必要になってくるより根本的な対策を進めていかなければならないこれからの数十年、

あるいはもう少し長い時期というのは、日本においては有史以来なかったような大きなデ

モグラフィックな変化の時期と重なっているわけです。 

 ある年度安定した時期もありながらも、増加してきた人口が、ここしばらくの間に急激

に減少傾向に転じて、人口構成を見ても高齢者の比率というのが大きくなる。そういう時

期で、また、産業についても、働く場所を問わないような情報産業なども成長してきてい



 -35-

るということがありまして、人々の日常的な移動のパターンとか物流などに対するニーズ

というのが、これからかなり急激に変化するのではないかという、これはほんとうに素人

考えで、実際そうなのかどうなのかわかりませんけれども、常識の範囲で考えると、そん

なことが予測されるわけですが、こういう対策を考えて、数字まで出すに当たっては、お

そらくそういう近未来図といいますか、それのしっかりした予測を踏まえることが重要だ

と思うんですが、もうそれはおそらくやっていらっしゃって、こういう数字などを出され

ていらっしゃるんだと思うんです。 

 それと同時に、欠かせないと思いますのは、温暖化対策が単に温暖化対策としてだけ提

案されるのではなくて、社会的なニーズなども変わってくる、少し先の将来の社会にとっ

て、ほかの面でも寄与する。１つ何かをすると、先ほど一石二鳥というようなお話もあり

ましたけれども、温暖化対策にももちろん寄与するし、今までなかったような社会的ニー

ズにこたえたる等にも役に立つというような、それも総合的ということなんだと思います

けれども、政策を提案して、国民にも、温暖化対策で、これだけ削減等しなければならな

いから、こんなふうなことを求めるというだけではなくて、それにも役に立つし、こうい

うことにも役に立つという、そういう政策も総合的であり、説明も総合的であると、ほん

とうに協力しながら、実際に必要な対策を立てられるようになっていくんじゃないかなと

いう、そういう感じがいたしました。 

【交通審部会長】  お答えはできるだけ短くお願いします。 

【環境・海洋課長】  おっしゃるとおり、これから総合的な視点から施策というのは考

えていかなきゃいけないと思うんですね。まさに高度成長のときは、それぞれ企業も自分

たちの利潤追求で、例えば輸送も、他社に自分たちの情報を知られまいと。そういった意

味で、交錯輸送とか、片荷輸送とか、非常に非効率な部分があったと思うんですね。これ

は温暖化対策に限らず、今回、こういう温暖化対策、ＣＯ２の問題だけではなくて、非常

に経済が低成長になって、厳しくコストカットしていかなきゃならないということで、そ

の企業が自主的に、お互いに同業者で、これまでライバルであって、情報を交換したくな

かった。そういった同業者の企業とみんな手を結んで、お互いに同じようなものであれば、

トラックにお互いに積み合わせをして、それで共同輸送したり、共同配送したり、共同発

注したりと、そういった動きは、これは温暖化対策に限らず、物流の効率化、コスト軽減、

いろいろな、そういう意味で、今、全体的にそういう動きになっていると思います。 

 先ほどおっしゃった高齢化で、公共交通機関、鉄道・バスというのは、これから通勤・
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通学の人口は減ってきますので、その中にいかに活性化させていくか。これはもう温暖化

対策だけの問題じゃなくて、そういった社会的、総合的にどうやっていくかということを

やっぱり考えていかなければいけないと思っています。 

【交通審部会長】  それでは、次の方。 

【交通審委員】  既に多くの方が述べられていることのちょっと繰り返しになるかもし

れないんですけれども、１ページに、国民の努力というような項目がありまして、いろい

ろインセンティブとかいうようなことを取り組んでいくべきだというようなことが出てい

るんですけれども、私は交通政策審議会のほうに所属しておりまして、環境教育とかとい

う話をしたように思っているんですが、それが今回の話ではＥＳＴモデル事業の実施とい

う形になっていまして、そのインセンティブとか環境教育のあたりが明確にないというと

ころがちょっと気になっております。 

 そのＥＳＴモデル事業の実施についてなんですが、その選定がもう既に行われていると

いうことなんですけれども、費用がどのぐらいかかるかという、そういう視点があったの

どうかということ、それから、どのぐらいの便益かということに関しまして、特にこの地

球温暖化という対策として、どのぐらいの効果があるのかというようなことが、明確とい

うか、ある程度の予測値が示されて、そういう選定がされたんだろうなとは思っておりま

すけれども、ちょっとその辺が記述されていないので、ちょっとその辺が気になっており

ます。 

 おそらくそういう形で選定されたんだとしたならば、今度はその事業期間がどのぐらい

の期間かわかりませんけれども、何か事後評価といいますか、中間評価でもいいんですけ

れども、ぜひそういう形で、支援というのは、これまでもさまざまなモデル都市とか、モ

デル地区とか、いろいろされてきましたけれども、選定された時点は華々しいんですけれ

ども、後どうなったかというのがちょっとよく国民には見えてこなかったように思います

ので、ぜひ、その後の事後評価のあたりまでもちょっとやっていただければなと思ってお

ります。 

 以上です。 

【環境・海洋課長】  今のお話、おっしゃるとおりだと思います。このＥＳＴは、実は

１７年度から、当面３年程度を考えておりまして、これから毎年、また来年度の事業、今

年、公募を行って、また募集で応募された方から、その中でＣＯ２削減計画みたいなもの

を出していただきまして、どういう事業主体がどんなふうにやって、どういうふうに連携
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をとって、どういうふうにプロジェクトチームをつくって、どういうふうに進めるかとい

うのを、全体的な計画を出していただいて、それでコストパフォーマンスを見ながら、そ

してＣＯ２の削減効果の高いものについて、国土交通省の中の関係局、例えば道路局、都

市局、鉄道局、自動車局、それぞれの財政支援の施策を持っておりますので、それぞれの

予算の中で、非常に効果の高いもの、ＣＯ２削減効果、コストに対して高いものについて

集中的に支援をしていこうと。 

 それから、関係省庁で、警察庁も交通信号、交通規制の分野がありますが、一緒になっ

てそういった形で支援していこうというので、基本的には、地元の自治体を中心に、地元

の自主性による自主行動計画について、国としてできるだけ効果の高いものを支援してい

こうと。おっしゃるとおり、コストパフォーマンスを見ながら集中的に支援を行っていこ

うと。 

 これを、これから少なくとも３年やりながら、その中で非常に先導的事例としていいも

のを全国的にＰＲして、全国的な運動にしていきたいと考えています。 

【交通審部会長】  それでは最後に、村上部会長から。 

【社政審部会長】  今回のこの対策、昨年の６月から大幅に進展させていただきまして、

ありがとうございました。高く評価しております。 

 これだけ対策が具体化してまいりますと、ますます省庁連携ということが重要になって

くるんじゃないかと思います。これは最初に局長も指摘した点でございます。それで、こ

れから、これを受けて現行の温暖化対策推進大綱の見直しが始まるやに聞いておりますが、

ぜひ、その中でも、省庁連携の視点を強く出していただきたいと思います。 

 現行の大綱の仕組みが、私、最初、なかなかわからなくて、いろいろ読み解いておりま

すと、どうも背景に各省庁の行政の守備範囲があって、それに対して対策が出ているとい

うようにだんだんわかってまいりましたわけです。そうしますと、よく見ていますと、努

力する省庁と果実を受けている省庁は必ずしも一致しないということでございまして、そ

れで国土交通省はどうも割を食っているんじゃないか。日本国全体では結構なんでござい

ますけれども、そういう仕組みが残っていると、なかなか元気が出にくいというところが

あるように思います。 

 例えば、前回もご指摘したことがあるんですけど、最近、住宅のエコ給湯という、非常

に高効率なヒートポンプ型の給湯器が開発されています。設備配分がございますから、国

土交通省の協力なしには普及しないのでございますが、多分温暖化対策の仕組み上は経済
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産業省の成果になると。あるいは、ノンフロン建材なんかも、国土交通省が推進しなけれ

ば、ノンフロン建材というのは温暖化対策に非常に効果がございますが、国土交通省が全

面的にやらなければ進展しないけれども、どうもその仕組みは経済産業省の名前になって

いるとか、あるいはＥＳＣＯ事業なんかも、きょうございましたけれども、これはやっぱ

り建物にやるわけで、もろ国土交通省は関係するのでございますが、現在は経済産業省や

環境省の所管になっているというようなことがございまして、今後、ここにございます政

策が具体化してくればくるほど省庁間の連携が必要でございまして、ぜひその視点を、今

後、温暖化対策推進大綱の見直しにも反映していただきたいと思います。 

【交通審部会長】  ちょっと、うっかり、私、大塚先生が挙げていられるのを気がつか

なかったので、一言。 

【社政審委員】  簡単に申し上げます。すいません、ちょっとおくれてきたので申しわ

けありません。 

 ２点だけ申し上げておきたいと思いますが、１つは、先ほどからいろいろな話があって、

数字が出ているんですけれども、ともすれば過大な評価をすることがどうしても多くなっ

てきますので、ぜひ確実な数字を出していただきたいと思います。これから目標達成計画

を立てるに当たって、また検討されていくと思いますけれども、ぜひ確実な数字を出して

いただいて、私のお願いとしては、これは別に国土交通省に限らないんですけれども、出

された数字についても事後評価をできたらしていただきたいと。２００８年とか２０１０

年になってどうなるかということ、またその時点で評価をするというような仕組みを考え

ていただきたいと思っております。 

 経済的支援についても、お書きになっている点が結構多いですけれども、これは先ほど

お答えにあったと思いますが、財源の確保についてもぜひ同時に検討を進めていっていた

だきたいと思っております。温暖化はもちろん長期的な問題ですので、２００８年から２

０１２年で終わる問題では全然ないのですが、とりあえずは、その期間に６％削減すると

いうのは１つの大きな国家の義務になっておりますので、ぜひ、そのようなことまで同時

に検討していただきたいと思います。 

 それから第２点で、質問でございますけれども、その中で、法改正とか法律制定に伴う

ものというのが直近の効果を発生するものではないかと思っていますけれども、１４ペー

ジの流通業務の総合化に関する法律に伴って、ＣＯ２排出量を２割程度削減するというこ

とですが、これはどういう計算で、どのぐらいの確実な数字なのかというのを少しお伺い
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したいことがございます。 

 それからもう一つは、省エネ法の改正ですけれども、省エネ法の改正によってどのぐら

いの効果があるかというところが、ちょっと私が数字が見つけられませんでしたので、も

しおわかりでしたら教えていただきたいということでございます。 

 以上です。 

【交通審部会長】  村上先生からのは大所高所からの省庁間の連携ということなんで、

それは私もぜひそうあるべきだと思います。ということで、それはよろしくお願いすると

いうことで、大塚先生の……。 

【政策調整官（物流）付課長補佐】  物流部門です。 

 ご指摘いただいたこの物流総合効率化法案の関係につきましては、サードパーティー・

ロジスティクスとして、荷主から包括的に委託を受けて、物流活動を効率化すること、と

りわけ走行距離がより減るような輸配送システムの改善等を私どもとして推進してまいっ

たところです。 

 昨年度、私どもはサードパーティー・ロジスティクスに関する実態調査を行いまして、

そうした複数の事例を調べる中で、平均して２割程度燃料消費量が削減されるというもの

が根拠になってます。個々の事例によってこの数字というのは動くものですが、おおむね

それくらいの実績が調査では上がってきているということです。 

【環境・海洋課長】  省エネ法の改正の効果のほうですが、これは全体の置き方によっ

てちょっと幅が出てきます。これから法律をつくって、それぞれの判断基準で効率化の目

標を設定することになりますが、その辺の数字の設定によって変わりますが、今の私ども

のある前提を置いた試算ですと、１９９０年の基準年のＣＯ２排出量は２億１,７００万ト

ンに対して、一、二％程度のＣＯ２の削減効果があるという試算を出しております。 

【交通審部会長】  それでは、一通り議論も尽くされたかと存じますが、ほかにござい

ませんでしょうか。特にございませんようですので、また、今までの議論の大方が、むし

ろ質問という形で、この報告書の内容を明らかにするというような内容のものが多かった

と思いますので、本件につきましては、事務局案を了承することといたしたいと考えます

が、よろしゅうございますでしょうか。 

（「賛成」の声あり） 

【交通審部会長】  それでは、本会議として本案を了承するということにさせていただ

きます。どうもありがとうございました。 
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 続きまして、実はもう一つ議題がございまして、議題の２といたしまして、前回の合同

会議で審議いたしました国土交通省環境行動計画のその後の進捗状況について、ご報告い

ただきたいと思います。 

【環境・海洋課長】  お手元の資料２－１、２－２になります。これは昨年５月の合同

会議でご審議いただきました国土交通省環境行動計画、その後の進捗状況でございます。

まだ中間取りまとめでございまして、資料２－１が、お手元に緑色の表紙の冊子がありま

すが、環境行動計画の第 1 章についての現在の状況でございます。資料の２－２が第２章、

個別の施策について、非常に細かく書かせていただいております。後でお読みいただけれ

ばいいと思います。 

 それで、資料２－１の最後のページをちょっとごらんいただきたいんですが、８ページ

でございますけど、この環境行動計画は、ここにありますように、毎年フォローアップを

することになっております。国土交通省環境行動計画推進委員会というのがありまして、

事務次官をヘッドに、各局の局長を委員とした委員会がございまして、毎年フォローアッ

プを行うことになっております。きょうはこの中間取りまとめですが、その後まとめまし

て、６月ぐらいにこのフォローアップの委員会にかけて、その内容を公表させていただき

たいと思っておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【交通審部会長】  ありがとうございます。 

 ただいまのご報告について、極めてかいつまんでのご報告であったわけですが、特にご

質問とかご意見ございませんね。 

 それでは、本日の議事はこれで終わりにしたいと思いますが、最後に事務局から連絡事

項があるようですので、お願いいたします。 

【国土環境・調整課調整官】  本日ご議論いただきました内容につきましては、後日、

各委員に議事録をご送付させていただきます。ご確認をいただいた上で公開させていただ

きたいと存じます。また、資料につきましては、速やかに国土交通省のホームページに掲

載させていただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

【交通審部会長】  それでは、これをもちまして閉会とさせていただきます。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 ── 了 ──  


